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1.はじめに
在来軸組工法における耐震強度や耐久性は､設計者や
工務店 ･大工などの個々の施工者の技量に依存するため､
製品としての住宅の品質のばらつきが大きい｡阪神 ･淡
路大震災では､ほとんど被害を受けなかった住宅がある
一方でも脆弱な軸組断面､接合部の金物の不足､構造体
の蟻害 ･腐朽による断面欠損､耐力壁量の不足､アンバ
ランスな耐力壁配置などの設計 ･施工､施工管理上の欠
陥に､住まい手の維持管理の努力不足が重なって､家屋
の倒壊だけではなく人的被害を拡大した｡
筆者らが阪神 ･淡路大震災直後に行った神戸市東灘区
においての被害調査では､木造住宅709棟のうち322棟が
表 1 全国アンケート調査概要
地 域 都市名 配布数 回収数 回収率(%)
北海道 札幌 163 5■7 35.5
東 北 仙台 154 40 26.0
北 越 新潟 153 32 20.9
関 東 前橋 151 33 21.9
横浜 155 39 25.2
北 陸 富山 159 45 28.3
福井 154 31 20.1
中 部 静岡 149 36 24.2
岐阜 151 34 22.5
近 畿 神戸 (東灘区) 152 59 38.8
神戸 (北.垂水区) 155 46 29.7
西宮 .154 44 28.6
和歌山 150 46 30.7
山 陰 鳥取 155 52 33.5
瀬戸内 広島 150 30 20.0
松山 153 24 15.7
四 国 高知 163 44 27.0
九 州 福岡 152 39 25.7
鹿児島 150 42 28.0
全 国 2923 773 26.4
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全壊しており､その中で54人が死亡し､100棟あたり16.
8人と平均の3倍近い人命が失われている｡死者発生棟数
は35棟であるが､54人中36人(66.7%)､35棟中24棟
(68.6%)が主要構造部材に腐朽や蟻害のあった全壊家
屋で死者の発生をみている｡その一方､死者の発生した
全壊家屋のうち､腐朽や蟻害を受けていないものはわず
か3棟 (23%)である｡ 構造部材の生物劣化による断面
欠損や接合部の脱落が木造住宅の粘りを失わせ､架構が
瞬時に瓦解したことで生存空間を喪失させたと考えられ
る1)｡
現住家屋における腐朽や白蟻の発生の有無は､施工時
の不備だけではなく､居住者の維持管理努力と密接な関
係を持っている｡本研究では､現在の住まいの状況､メ
ンテナンスおよび震災の影響などの項目についてアンケ
ート調査を行い､住宅の耐久性や耐震性能に関する住ま
い手の意識を明らかにすることを目的とする｡さらに､
日本全国における地域性や住宅構造による住まい手の意
識の違いを明らかにする｡
2.調査概要
アンケート調査は､全国アンケート調査と阪神 ･淡路
大震災の被災地アンケート調査の2回に分けて行った｡
全国アンケート調査 (本論では以降全国調査とする)で
は､過去の地震災害や風水害､降雪､降水量､気温など
の気候区分を考慮して､沖縄県を除いた全国から19都市
を選定した｡各都市の旧市街地および新興住宅地から住
宅地図を用いて戸建住宅 (原則として持屋住宅､各都市
150戸前後)を抽出し､郵送により調査票の配布回収を
行った｡調査は1996年10-11月に行い､調査票の総配布
数は2923件､回収数773件､回収率26.4%である｡その
概要を表1に示す｡
阪神 ･淡路大震災の被災地アンケート調査 (本論では
以降被炎地調査とする)は､筆者らが震災直後に行った
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木造住宅被害調査1) と同一地域で行った｡調査対象地
域は神戸市東灘区と淡路島の北淡町である｡調査対象は
木造住宅を主とした戸建住宅である｡調査票は､直接各
戸に配布し回収のみ郵送で行った｡調査は1997年8-9月
に行い､総配布数は550件､回収数199件､回収率36.2%
である｡その概要を表2-1･表2-2に示す｡
3.調査結果
(1)調査対象住宅のプロフィール
a.住宅の構造種別
全国調査における地域別の住宅構造種別を図1に (育
効回答773件)､建設時期を震災前後に区分 したものを図
2に示す (有効回答739件)｡全国調査では､全体で在来
軸組が65.8%と最も多くなっているが､地域別にみると
差異が見られる｡ 震災後の阪神間で再建されている住宅
の7割以上は､鉄骨系 ･ツーバイフォーおよび木質パネ
ル工法等のプレハブ系住宅との調査結果2)どおり､被災
地の含まれている近畿では､プレ-プ系住宅の割合が比
較的高く (24.1%)､在来軸組は55.4%と全国で最も低
くなった｡また､北越での在来軸組の割合が93.8%と他
の地域と比べて極めて高率になったことが特筆される｡
また､建設時期による比較では､全国調査が震災後約1
年半後だったため､建設時期が震災前のものが682件 (9
2.3%)､震災後のものが57件 (7.7%)と差が大きくな
ったが､震災前後での住宅構造の変化は顕著で､震災前
に建設されたものの中で68.6%を占めていた在来軸組が､
震災後では36.8%とその割合を減少し､プレ-プ系､特
に鉄骨系プレ-ブが9.7%から28.1%とその割合が急増
表2-1 被災地アンケー ト調査概要 (回収率)
配布数 回収数 回収率(%)
神戸市東灘区 300 98 32.7
淡路島北淡町 250 101 40.4
表2-2 被災地アンケー ト調査概要 (住宅被害)
全壊 半壊 一部損壊 無被害 無回答 合 計
神戸市東灘区 68 15 12 2 1 98
淡路島北淡町 53 39 6 0 3 101
している｡
被災地調査における住宅構造種別を､建設時期を震災
前後に区分し図3に示す (有効回答153件)｡被災地調査
においても､全体では最も多くなったのは在来軸組で44.
0%であるが､全国調査で最も低かった近畿と比較 して
もさらに低率になっている｡次いで鉄骨系プレ-ブが21.
6%を占め､各種プレ-ブの総計が49.7%となった｡ ま
た､被災地調査では震災での住宅被害のうち全壊が121
件 (60.8%)を占めたこともあり､建築時期が震災前の
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図3 震災前後の住宅構造の変化 (震災地)
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ものが65件 (42.5%)､震災後が88件 (57.5%)となっ
た｡震災前後の比較では､震災前に建設されたものの中
で70.8%を占めていた在来軸組が震災後では25.0%と､
全国調査と比較 しても急激にその割合を減少させおり
｢在来軸組離れ｣が顕著である｡一方､プレ-ブ系の総
計は21.5%から70.5%とその割合は3倍以上に激増 して
いる｡
b.住宅構造の選択理由
構造種別ごとのその住宅構造の選択理由 (複数回答)
を図4･図5に示す｡
全国調査において､在来軸組では ｢費用｣(41.1%)が
最も多 く､在来軸組以外の構造では少ない ｢健康｣
(23.1%)が第2の理由に挙げられている｡また､RC造
では85.7%､プレ-ブ系で63.4%と高い比率で｢地震 ･
台風に強い｣を第1の理由に挙げている｡
地域別の選択理由では､ほぼすべての構造で建築｢費
用｣を第1理由に挙げているが､震災を受けた地域を含む
図4 構造選択の理由 (全国)
･,T.一･､.･､･-･一.･一..I
図5 構造選択の理由 (震災地)
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近畿 (45.3%)､大地震が懸念される関東 (34.8%) ･
中部 (43.1%)では､｢地震 ･台風に強い｣が最も多 くな
っている｡
一方､被災地調査において､全体では｢地震 ･台風に
強い｣が61.2%と最 も多 くなっている｡在来軸組では
｢健康｣が34.9%と｢地震 ･台風に強い｣(31.3%)を上
回り第1の選択理由となった｡これは被災地では､建設
時期が震災前のうち｢地震 ･台風に強い｣を選択理由に挙
げたものが35.0%であるが､震災後では79.8%と倍増 し
ており､地震対策を第一に考える人が他の構造を選択 し
た結果､相対的に｢健康｣の選択率が高くなったため考え
られる｡また､｢健康｣を理由にした回答の87.8%が在来
軸組を選択しており､｢健康⇒在来軸組｣というイメージ
が定着していると言える｡
その建設時期 (震災前後)による選択理由の変化を図
6･図7に示す｡全国調査 ･被災地調査ともに前述のよう
に ｢地震 ･台風に強い｣の割合が増加 している｡全国調
図6 粟災前後の構造選択理由の変化 (全国)
図7 果災前後の構造選択理由の変化 (震災地)
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査において､被災地調査ではほとんど変化がなかった
｢腐り･白蟻に強い｣｢住宅設備｣が増加している｡一方､
被災地調査では､｢費用｣を理由に挙げる割合が16.1%
から29.2%に増加し､｢健康｣は27.4%から10.1%に減少
している｡これらのことから､震災によって全国的に地
震に対する意識が強くなったと言えるが､被災地では震
災による経済的な打撃が大きく､地震対策といった安全
面と経済面以外には､関心を持ちづらい状況であると考
えられる｡
C.今後の住まいについて
全国調査において､今後､住宅を購入 ･建て替える場
合､どのような構造を選択するかについて設問した (育
効回答706件)｡現在住んでいる住宅構造別に図8に示す｡
選択肢のなかった木質系プレ-ブを除き､すべての構造
で現在の住宅構造と同じものを選択する割合が最も高く
なっている｡その割合は､ツーバイフォー･鉄骨系プレ
ハブ･RC造が68%前後であるのに対し､在来軸組では5
3.4%と低くなっている｡
現在の住宅構造と今後選択する住宅構造の比較を図9
に示す｡全体に占める割合では､現在は65.8%ある在来
軸組が､選択では41.9%に減少し､一方､ツーバイフォ
ー･鉄骨系プレ-ブ･RC造は増加 し､合わせて53.0%
と在来軸組を上回っている｡
d.公庫融資の有無
建設時の公庫融資の有無についてみると､全国調査で
は､全体で52.2%が公庫融資を受けていた｡ツーバイフ
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図8 今後選択する構造 (全国)
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図9 現在の住宅構造と今後選択する住宅構造
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オーでは70.8%､木質プレ-ブで66.7%､鉄骨系プレ-
ブで61.9%と高率になっているが､在来軸組では49.1%
となった｡一方､被災地調査では､全体で34.6%と全国
調査より低くなった｡これは震災の被害の影響 (全壊率 :
60.8%)が強く､アンケート対象の中で震災後に建設 し
たものが半数以上 (57.5%)を占めていることから､経
済的な問題や時間を十分にかけて設計を行うことができ
ず､公庫の融資基準を満たす余裕がなかったためと考え
られる｡また､各種構造の中では､全国調査と同様に在
来軸組が最も低く23.2%である｡これは､在来軸組では
初期の設計強度や耐久性に制約を受けないものが多いこ
とを意味し､設計 ･施工者の技量によって､その耐震性
や耐久性のばらつきが比較的大きくなっていると考えら
れる｡
e.建築後年数
建築後年数について､全国調査では平均で19.5年 (S
D:14.9)となった｡構造別では､在来軸組がその他の
構造種別より長く､平均21.8年と木造住宅の平均建て替
え年数に近い｡ツーバイフォーは平均8.0年と比較的新
しい｡一方､被災地調査では､前述のように震災による
建て替えが多かったことから､平均が10.0年 (SD:18.4)
と全国調査と比較して10年ほど新しいという結果になっ
た｡構造別でも､各構準とも全国調査より新しくなって
いるが､在来木造が最も長く17.8年となった｡
(2)安全性 ･耐震性の確認
を図10･図11に示す｡全国調査では､｢特にしていない｣
が全体で75.9%と最も高くなった｡｢定期的に点検 して
いる｣は7.6%であるが､ツーバイフォーでは16.7%､
鉄骨系プレ-ブで15.2%､木質プレ-ブで15.0%といっ
たプレ-ブ系で比較的高率である｡これはその施工業者
である住宅メーカーのアフターケアの影響であると考え
られる｡
一方､被災地調査でも､｢特にしていない｣が45.6%
と最も高くなったが､｢定期的に点検 している｣は28.7
%と全国調査と比較して高率となり､｢震災後にした｣
と合わせると49.2%とな?た｡｢定期的に点検している｣
との回答の割合は､全国調査と同様にプレ-プ系の住宅
で高く､在来軸組ではわずか6.4%セあるb
また､耐震性だけでなく､メンテナンスなど耐久性に
関わる情報が得られる重要な資料である設計図書の有無
について､全国調査では､･RC造 ･プレ-ブ系ではほぼ
90%以上が保有しているのに対して､在来軸組では70.0
%にとどまっており､在来軸組のよりいっそうの近代化
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の努力が必要と言える｡
(3)住まいの点検項目
住まいの点検項目では､｢雨漏りの点検｣､｢白蟻業者
の点検｣､｢床下の点検｣､｢外壁のひび割れ｣の4項目につ
いて設問した｡
全国調査では､いずれの構造でも｢雨漏りの点検｣(42.5
%)､｢外壁のひび割れ｣(42.1%)の頻度が高く､次い
で｢何もしない｣(31.7%)となっている｡在来軸組では
他の構造と比べて｢白蟻業者の点検｣(23.4%)､｢床下の
点検｣(23.4%)の頻度は高いが､｢白蟻業者の点検｣で
は､同じ木質系であるツーバイフォー (8.3%)や木質
系プレ-ブ (5.9%)では低くなっており､白蟻に対す
る意識の違いが明らかである｡
被災地調査においても､全体的には全国調査と同様､
｢外壁のひび割れ｣(39.7%)､｢雨漏りの点検｣(39.5%)
の頻度が高く､次いで｢何もしない｣(34.0%)となった｡
｢白蟻業者の点検｣については､極めてその割合は低く､
在来軸組においても1.4%となった｡
(4)補修工事について
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図10 安全性･耐震性の確認 (全国)
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図11 安全性･耐震性の確認 (案災地)
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全国調査において､これまでに行った補修工事につい
て設問した｡屋根補修工事について図12に(有効回答668
件)､外壁補修工事を図13に示す (有効回答640件)｡ い
ずれの構造においても ｢補修経験なし｣が最も多い｡在
来軸組とRC造では ｢雨漏り補修｣など比較的屋根補修
工事が多くなっている｡外壁補修では､｢塗装のやり直
し｣が最も頻度が高い｡阪神 ･淡路大震災では､モルタ
ル壁の塗装面が再塗装を受けて､比較的新しい木造住宅
の外壁内部の蟻害や腐朽が多く認められている3)0｢ひ
び割れの補修｣は在来軸組 ･プレ-ブ系とも5%程度の
ため､再塗装時にひび割れなど漏水箇所の補修が同時に
行われているか危倶される｡
建築後何年で補修をしているかを表3に示す｡屋根補
修 ･外壁補修ともに､在来軸組の補修年数が他の構造に
比べて遅く､かっ標準偏差も大きくなっており､その耐
〇五の暮き曽え 4力ラ-ベスト.義AJL義に霊き甘えt)胃濃LJをtす
ロ義り曽え t)その他 E]わからない
プレハブ系
在来鴨場
0ヽ 10% 20% 30% 4仇 50% 6仇 70t 801 90t 1Ol
図12 屋根の補修 (全国)
E3土量の量り曽え Iモルタルの禰● ○サイ7-ィングに嚢えた
ロひび鋼九をなおした E3重義手蔓L)曽えた E)タイルを覆り曽えた
Iその鴨 t)わからない ■輔傷をしたことなし
プレハブ系
在来鴨場
0ヽ 10% 2仇 30% 10% 50% 60%
図13 壁の補修 (全国)
表3 補修の建築後年数
70% 8仇 901 1001
構造種別 屋根補修 外壁補修
在来軸組 18.0±14.9 16.1士13.1ー
木質系プレハブ 15.4± 7.5
至芸 11,L崇' 1…:;≡ ::; 雷 雲 鴨 .i .･.ツー バイフォー 6.5± 2.5
鉄骨系プレハブ 12.8± 7.1 12.9士 6.0
RC造 13.9± 6.3 15.3± 5.7
注 :数字は平均±標準偏差 (午)
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久性能にばらつきがあることがこの点からも伺える.一
般的なマンション等集合住宅の外壁大規模修繕より戸建
住宅の方が遅くなっていると言えるが､ツーバイフォー
ではかなり早い時期に補修を行っている｡
4.まとめ
全国と被災地のアンケート調査を行い､住宅の耐久性
や耐震性能に対する住まい手の意識構造について検討を
行った｡
住宅の構造種別について､全国的に住まい手の 『在来
軸組離れ』が進行しており､特に被災地において顕著で
あった｡
住宅構造の選択理由は､震災以降､｢地震 ･台風に強
い｣が急増しているが､全国と被災地では､震災前後で
の選択理由の変化に差異が見られた｡
在来軸組は､公庫融資の有無や補修時期の検討から､
耐震性や耐久性のばらつきが他の構造と比べて､比較的
大きいことが明らかになった｡
住まいの安全性 ･耐震性に対する意識は､全国で ｢特
にしていない｣が75.9%と低くなったが､被災地では半
数弱が何らかの形で安全性や耐震性の確認を行っており､
顕著な差異が見られた｡
日常的な住まいの点検では､全般的に｢雨漏りの点検｣､
｢外壁のひび割れ｣が多く､｢白蟻業者の点検｣については
低い割合となった｡特に､被災地では木質系の構造にお
いても極めて低い割合となった｡
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SUMMARY
Withthisstudy,authorsconductedtwosurveysuslngquestionnaireson19CitiesinJapanandthestricken
areabytheGreatHanshin-AwajiEarthquakeDisastertoinvestigatetheoccupant'sconsciousnessstructure
●
concernlngtheenduranceofhouse.
OnthehousingStructure,comparedwithwhatitwas,theoccupantdesirestheconventionalmethodof
woodenconstruction,especialylnthestrickenarea.
Ontheselectreasonsofthehousingstructure,"Strengthagainsttheearthquakeandtyphoon"wasin-
crease.But,itwasdifferencebetweeninthewholecountryandinthestrickenareaaboutthechangeofthe
selectreasonsbeforeandaftertheearthquakedisaster.
Authorsinvestigatedthefinancingof"thegovernmenthousingloancorporation(Kinyukouko)"andthe
timeofrepalr,andtheconventionalmethodofwoodenconstructionvariedwidelyabouttheresistance
againstearthquakeandthedurabilitycomparewiththeotherstructure.
Itwasmuchdifferencebetweeninthewholecountryandinthestrickenarea,theOccupant'sConsciousness
●
aboutthesafetyandtheresistanceagalnStearthquake.
Onthedailycheckingofhouslng,theycheckedgeneralyabout'leakingofrain'and'crackoftheexterior
wal",althoughtheydidnotcheckmuch"termite',especialylnthestrickenarea.
(6)
